
平成 20（2008）年 12 月 24 日                平成 25(2013)年３月 25 日

平成 24 年度独立行政法人都市再生機構

事業評価監視委員会の開催等について

独立行政法人都市再生機構では、平成 25年２月 25日に平成 24 年度第４回事業評価監視委

員会を開催しましたので、その開催概要等についてお知らせします。

記

１．平成 24年度第４回事業評価監視委員会の開催概要

(1) 開催日等

  ① 日  時：平成 25 年２月 25 日（月） 15:00～17:50

  ② 開催場所：独立行政法人都市再生機構東日本都市再生本部会議室

（新宿ｱｲﾗﾝﾄﾞﾀﾜｰ 13 階）

(2) 事業評価監視委員会委員（五十音順・敬称略）

・井 上 繁        （常磐大学コミュニティ振興学部教授）

・岩 沙 弘 道        （三井不動産株式会社代表取締役会長）

・金 安 岩 男      （慶應義塾大学名誉教授）

・岸 井 隆 幸（委員長代理） （日本大学理工学部教授）

・黒 川  洸（委員長）  （東京工業大学名誉教授）

・定 行 まり子        （日本女子大学家政学部教授）

・只 腰 憲 久        （首都高速道路株式会社取締役常務執行役員）

・奈 良 道 博        （弁護士）

なお、定行委員は欠席。

(3) 議事

① 本委員会の審議内容等について

② 審議事項（事業評価）の説明

・再評価実施事業の対応方針案について…【別紙１】（1）のとおり

・事後評価実施事業の対応方針案について…【別紙１】（2）のとおり

③ 審議及び意見具申

④ 審議事項（都市再生事業実施基準適合検証）の説明

・都市再生事業実施基準の適合検証結果について

⑤  審議及び評価



(4) 議事概要

① 本委員会の審議内容等について

  今回の審議事項について説明を行った。

② 審議事項（事業評価）の説明

・ 再評価実施事業の対応方針案について

再評価実施事業４件に関して、事業目的、事業の実施環境等の概要、対応方針案

及び対応方針案決定の理由について、都市機構から説明した。

・ 事後評価実施事業の対応方針案について

第２回委員会で抽出された事後評価実施事業３件に関して、事業目的、事業の実

施環境等の概要、対応方針案（今後の事後評価の必要性及び改善措置の必要性の有

無並びにその根拠）、同種事業の計画・調査のあり方や事業評価手法の見直しの必要

性等（当該事業からの知見等）について、都市機構から説明した。

③ 審議及び意見具申（審議結果）

  上記の説明が行われたのち、「再評価実施事業の対応方針案について」は【別紙１】

（1）のとおり、「事後評価実施事業の対応方針案等について」は【別紙１】（2）のと

おり意見具申があった。

④ 審議事項（都市再生事業実施基準適合検証）の説明

・ 都市再生事業実施基準の適合検証結果について

   都市再生事業実施基準の適合検証対象事業２件に関して、事業の実施概要（【別紙

２】）等及び適合検証結果について、都市機構から説明した。

⑤ 審議及び評価（審議結果）

上記の説明が行われたのち、検証結果に係る評価があった。

   なお、都市再生事業実施基準適合検証に係る④及び⑤の都市再生事業実施基準への適

合検証結果並びに委員会の評価については、当該事業着手後に公表することとする。

２．事業評価実施事業の対応方針

（平成 25年３月 15 日 都市機構にて決定）…【別紙３】のとおり

３．事業評価監視委員会提出資料等の公開

平成 25 年３月下旬を目途に都市機構支社等にて閲覧に付す。

４．新規に事業着手した都市再生事業に係る都市再生事業実施基準適合検証結果及び事業評

価監視委員会の評価について

平成 23年度第１回事業評価監視委員会において審議のあった、都市再生事業実施基準適

合検証結果について、今般、当該事業に着手したので、その結果及び事業評価監視委員会

の評価を【別紙４】のとおり公表する。



お問い合わせは下記へお願いします。
【事業評価について】
本社 経営企画室 投資管理チーム

    （電話）０４５－６５０－０３８４
【事業実施基準適合検証について】
本社 都市再生部 事業戦略室
    大都市戦略第１チーム

（電話）０４５－６５０－０３８３

本社 カスタマーコミュニケーション室 報道担当
    （電話）０４５－６５０－０８８７



【 別 紙 １ 】

事業評価実施事業の対応方針案とそれに対する委員会の意見

（1）再評価実施事業の対応方針案とそれに対する委員会の意見

地区名 所在地
対応方針案 左記に対する

事業評価監視

委員会の意見理由及び事業中止に伴う事後措置の内容

浜
はま

見
み

平
だいら

団地
だ ん ち

（第Ⅰ期）

地区

〔建替事業〕

神奈川県

茅ケ崎市

事業継続

対応方針案

のとおり

〔理由〕

・残事業は建設中の後工区ＵＲ賃貸住宅の

みであり、平成 25 年度の完成に向けて着実

に事業が進捗しているため「事業継続」。

仁川
に が わ

団地
だ ん ち

（第Ⅰ期）地区

〔建替事業〕

兵庫県

宝塚市

事業継続

対応方針案

のとおり

〔理由〕

・第Ⅱ期戻り入居用のＵＲ賃貸住宅を現在

計画中で、平成 28 年度の完成に向けて着

実に事業が進捗しているため「事業継続」。

柏
かしわ

北部
ほ く ぶ

東
ひがし

地区

〔一体型特定土地区画整

理事業〕

千葉県

柏市

計画を見直した上で事業継続

（区域を除外し早期完了を図る）

対応方針案

のとおり

なお、除外す

る東部区域

のまちづく

りについて

は、今後の地

元の動向を

見ながら、地

方公共団体

と協議して

いくこと。

〔理由〕

・西部区域（船戸・小青田ｴﾘｱ、大室西ｴﾘｱ）

は、権利者調整等により進捗が遅れたもの

の、駅前広場、都市計画道路が供用開始さ

れ、住宅建設、商業施設の立地も進み、良

好なまちづくりが進められている。

・東部区域（大室東ｴﾘｱ）は、土地区画整理

事業の施行に権利者の事業協力が得られ

ず未着手であり、事業完了の見通しが立た

ない状況を踏まえて、地方公共団体・権利

者と区域除外について協議が進みつつあ

る。

・以上のことから、東部区域を除外し、早期

事業完了を図るとともに、整備が進む西部

区域の宅地の供給・処分等を推進するた

め、「計画を見直した上で事業継続」。

なお、平成 26 年度以降の事業の取扱いに

ついては、関係機関と調整を行う。



西
にし

八千代
や ち よ

北部
ほ く ぶ

地区

〔特定土地区画整理事業〕

千葉県

八千代市

計画を見直した上で事業継続

（整備計画を見直し早期完了を図る）

対応方針案

のとおり

なお、都市計

画道路の整

備について

は、関係者と

十分協議を

進めること。

〔理由〕

・住宅建設、商業施設、小学校の立地も進

み良好なまちづくりが進められている。

・権利者調整や地中障害物の課題があるも

のの、地方公共団体等と土地利用計画の

見直し等について協議が進みつつある。

・以上のことから、整備計画の見直しについ

て地方公共団体等と協議を行い早期事業

完了を図るとともに、宅地の供給・処分等を

推進するため、「計画を見直した上で事業継

続」。

なお、平成 26 年度以降の事業の取扱いに

ついては、関係機関と調整を行う。

（2）事後評価実施事業の対応方針案とそれに対する委員会の意見

地区名 所在地 対応方針案等
左記に対する

事業評価監視

委員会の意見

中
なか

の町
まち

Ａ地区

〔市街地再開発事業〕

沖縄県

沖縄市

今後の事後

評価の必要性

無

・今回の事後評価により、当事業の目

的である、都心核の形成及び中心市

街地の活性化を達成し、事業の効果

を発現していることが十分に確認でき

るため、今後の事後評価は必要とし

ない。

対応方針案

のとおり

改善措置

の必要性

無

・上記と同様に、事業目的を達成でき

ていると認められるため、改善措置は

必要としない。

同種事業の計

画・調査のあり

方や事業評価

手法の見直し

の必要性等

（当該事業か

らの知見等）

・バブル経済崩壊等の社会経済情勢

の落ち込み等により抜本的な計画変

更の必要性があった当地区におい

て、那覇新都心での実績があったた

め、大幅な区域縮小や容積率の見直

し提案が、説得力をもって市に受け止

められた。

・実現性が高い地区から先行的に再

開発事業を実施し、賑わい形成等を

実現することによって、周辺地区まち

づくりの更なる機運を喚起・醸成する

ことができた。



水戸駅
み と え き

南口
みなみぐち

地区

〔土地区画整理事業〕

（都市機能更新）

茨城県

水戸市

今後の事後

評価の必要性

無

・今回の事後評価により、当事業の目

的である、駅前広場の再編整備及び

それに接続する幹線道路等の公共施

設の整備、併せて新たな都市機能を

集積することにより広域都市拠点の

形成を達成し、事業の効果を発現して

いることが十分に確認できるため、今

後の事後評価は必要としない。

対応方針案

のとおり
改善措置

の必要性

無

・上記と同様に、事業目的を達成でき

ていると認められるため、改善措置は

必要としない。

同種事業の計

画・調査のあり

方や事業評価

手法の見直し

の必要性等

（当該事業か

らの知見等）

持続可能なまちづくりに向けて、地

区計画やこれを補完する「まちづくり

協定」を定める研究会を行政及び地

権者等と組成するとともに、これを地

権者で組織する「まちづくり協議会」に

発展させ、当該組織が協定の管理運

営の役割を担うことになった。

豊
とよ

四季
し き

台
だい

団地
だ ん ち

（第Ⅰ期）

地区

〔建替事業〕

千葉県

柏市

今後の事後

評価の必要性

無

・①敷地の有効利用、 ②居住水準の

向上、③居住環境の向上などにより、

良好な住宅市街地の整備が図られた

ことから、当事業の目的を達成し、事

業の効果を発現していることが今回

の事後評価により十分に確認できる

ため、今後の事後評価は必要としな

い。

対応方針案

のとおり

改善措置

の必要性

無

・上記と同様に、事業目的を達成でき

ていると認識できるため、改善措置

は必要としない。

同種事業の計

画・調査のあり

方や事業評価

手法の見直し

の必要性等

（当該事業から

の知見等）

今後、居住の安定に十分配慮を図

りつつ、地方公共団体等と連携のも

と、当該事業から得られた以下の知

見について、今後の団地再生事業等

への展開を図っていく。

・子育て世帯や高齢者などを対象とし

た生活支援施設など、地域の生活向

上に資する施設の整備を積極的に進

めていく。

・在宅で安心して暮らしていける拠点

形成に向けた取組みについて、多様

な主体と連携し、ハード・ソフト両面で

進めていく。



【事後評価実施事業に関しての事業評価監視委員会共通意見】

現在は、施行者側から見た評価となっているが、今後、さらに他の主体から見た評価を加えるなど、多角

的な事後評価の方法を工夫すること。



【別 紙 ２】

事業実施基準適合検証実施地区

地 区 名 虎ノ門二丁目地区

所 在 東京都港区虎ノ門二丁目

事 業 手 法 第一種市街地再開発事業（個人施行）

地 区 面 積 約 2.8ha

採 択 年 度 平成 24 年度

地

区

の

概

要

位 置

・ 交 通 条 件
東京メトロ 銀座線 虎ノ門駅徒歩 約４分

従 前 の 状 況
【 用 途 地 域 等 】

【 権 利 者 数 】

【土地利用状況 】

商業地域（700･600／80）、防火地域

土地所有者４名

オフィス、工場、病院

そ の 他 －

事業計画概要

築年数の経過した虎の門病院等について、再開発事業の実施により、

病院機能の継続を図りながら段階的に建築物の更新を図り、国際化都市

にふさわしい高度医療に対応した新病院をはじめ、防災・災害対応機能、

緑道や広場を備えた複合市街地を整備するとともに、交通ネットワーク

を改善する。



事業実施基準適合検証実施地区

地 区 名 四谷駅前地区

所 在 東京都新宿区四谷一丁目、本塩町

事 業 手 法 第一種市街地再開発事業（機構施行）

地 区 面 積 約 2.4ha

採 択 年 度 平成 19 年度

地

区

の

概

要

位置・交通条件 JR 線「四ツ谷」駅より徒歩 3 分

従 前 の 状 況

【用途地域等】 商業地域(600/80)、近隣商業地域(400/80)

            第一種住居地域(300/80)、防火地域

【権 利 者 数】 土地所有者 41 名 借地権者等 27 名

           借家人約 120 名

【土地利用状況】 低未利用国有地、小学校跡地、オフィス、商業施設

事 業 の

経 緯

平成 14 年 4 月

平成 16年 12 月

平成 18 年 4 月

平成 18 年 8 月

平成 19年 12 月

平成 22 年 3 月

平成 22 年 6 月

平成 25 年 1 月

新宿区から小学校跡地利用について検討依頼

「四谷駅前まちづくり協議会」発足（機構は事務局に

就任）

「四谷駅前地区再開発協議会（以下、「再開発協議

会」）」発足（機構は事務局に就任）

新宿区から事業手法の検討及び事業の施行を要請

新宿区都市マスタープラン策定

新宿区が四谷地区施設活用方針を決定

再開発協議会から機構施行の要請受領

新宿区から機構施行の要請受領

そ の 他

事業計画概要

当地区において、市街地再開発事業の施行により、国公有地跡地と
周辺市街地の一体整備による土地の有効高度利用及び都市機能の
集積を図り、業務機能・商業機能等を主とする賑わい交流拠点の形成
及び区画道路や歩道状空地等の整備による快適な歩行者ネットワー
クの形成等を実現する。



【 別 紙 ３ 】

事業評価実施事業の対応方針

（1）再評価実施事業の対応方針

地 区 名 事業手法等 対応方針

浜見平団地（第Ⅰ期） 建替事業 事業継続

仁川団地（第Ⅰ期） 建替事業 事業継続

柏北部東 一体型特定土地区画整理事業
計画を見直した上で事業継続

（区域を除外し早期完了を図る）

西八千代北部 特定土地区画整理事業
計画を見直した上で事業継続

（整備計画を見直し早期完了を図る）

                                        

（2）事後評価実施事業の対応方針

地 区 名 事業手法等 対応方針

中の町Ａ 市街地再開発事業

今後の事後評価の必要性 無

改善措置の必要性 無

水戸駅南口 土地区画整理事業

今後の事後評価の必要性 無

改善措置の必要性 無

豊四季台団地（第Ⅰ期） 建替事業

今後の事後評価の必要性 無

改善措置の必要性 無

以 上



【 別 紙 ４ 】

都市再生事業実施基準の適合検証結果とそれに対する委員会の評価

地 区 名 立川基地跡地昭島地区

所 在 東京都昭島市福島町、築地町、中神町及び立川市泉町

事 業 手 法 土地区画整理事業

地 区 面 積 ６５．７ha

採 択 年 度 平成２２年度

地

区

の

概

要

位 置

・ 交 通 条 件
ＪＲ青梅線 「東中神駅」から徒歩１分

従 前 の 状 況

【 用 途 地 域 等 】

【 権 利 者 数 】

【既存家屋数等】

【土地利用状況】

市街化調整区域

4 名（財務省、民有地）

米軍に提供していた当時の工作物の一部が現存

米軍から返還以降、留保地として未利用

金網フェンスに囲まれた雑木林の状態

事 業 の

経 緯

昭和 52 年 11 月 米軍基地跡地全面返還（処分留保地区設定）

平成 15 年 1 月 都市再生プロジェクト第５次決定

「国有 地の戦略 的な活 用による都市 拠点 の形

成」

平成 15 年 6 月 財政審議会答申「大口返還財産の留保地の今

後の取扱について」

原則利用、計画的有効活用に方針転換

平成 19 年 9 月 法務省・財 務省 が東 京都・昭島 市に国際 法務

総合センター（仮称）の受入要請

平成 20 年 2 月 昭島市が国際法務総合センター（仮称）の受入

を表明

平成 20 年 6 月 東京都、昭島市及び立川市が財務省に利用計

画を提出

（平成 22 年 3 月に土地利用計画を一部修正）

平成 22 年 6 月 東京都、昭島市、立川市、財務省、法務省、都

市機構の六者による基本協定締結

平成 22 年 6 月 東京都、昭島市、立川市から都市機構へ事業

要請

そ の 他 －

計 画 諸 元

○事業計画概要

・本事業は、ＪＲ東中神駅北側に位置する基地跡地において、核

都市に相応しい広域的な機能や業務・商業機能等の導入を図

り、緑豊かで良好なまちづくりを実現する。

○土地利用計画

従前 従後

公共用地 面積 割合 面積 割合

道路 1.6ha 2.4％ 8.6ha 13.1％

広場 ― ― 0.6ha 0.9％

公園 ― ― 7.0ha 10.7％

河 川 ・調 節 池 0.8ha 1.3％ 5.8ha 8.8％

計 2.4ha 3.7％ 22.0ha 33.5％

宅 地 63.3ha 96.3％ 43.7ha 66.5％

合 計 65.7ha 100.0％ 65.7ha 100.0％



地 区 名 立川基地跡地昭島地区

事
業
実
施
基
準
へ
の
適
合
状
況

地

方

公

共

団

体

の

ま

ち

づ

く

り

支

援

・

補

完

地
公
体
か
ら
の
要
請
文
書
の
内
容

まちづく り観

点 か ら 機 構

実施が必要

・当地区は、国の大口返還財産として、「原則留保」から「原則利用、

計画的有効活用」へと方針転換されたことを踏まえて、東京都、昭島

市及び立川市が策定した利用計画の中で、核都市にふさわしい広域

的な機能の導入を図り、賑わいと活気を創出するとともに、環境や景

観に配慮した質の高い生活空間の形成を目指すこととしており、土

地区画整理事業による基盤整備が求められていることから、公的機

関であり、多数の同様の事業経験を有する機構の施行が必要。

適
合

地 公 体 自 ら

実 施 が 困

難・不適切

・昭島市は、現在市施行の区画整理事業を実施中で、市としては同事

業に注力する必要があることから、新たな事業への体制確保が難し

く、昭島市が施行することは困難。

・立川市は、当地区の利用計画実現のためには、昭島市域を含めて

一体的に整備することが不可欠であるが、他市と共同による事業実

績がないことから、立川市が施行することは困難。

適
合

事 業 地 区 の

位 置 づ け 又

は議会承認

・昭島市都市計画マスタープラン（H23.3）

・立川市都市計画マスタープラン（H23.3）

上記のほか、以下の計画等に位置づけ

・財政制度等審議会答申（H15.6）

・多摩の拠点整備基本計画（H21.8）

・昭島市総合基本計画（H23.3）  ・立川市第３次基本計画（H22.6）

適
合

地 公体 との役 割

分担

・昭島市は、配水場の整備、開発需要に対応する東中神駅橋上駅舎

及び自由通路整備等

・立川市は立川市域の地区内公園の一部（約3ha）を整備

適
合

政策実現効果

<政策目的：集約拠点の再生>

本事業により、上位計画等で位置づける核都市にふさわしい広域的な

機能としての国機関の整備及び就業人口及び駅乗降客数の増加を図

るとともに公園用地等を確保し、賑わいと活気の創出や環境や景観に

配慮した生活空間の形成を図る。

・国機関の整備：６施設（矯正医療センター等を 18ha に整備）

・就業人口の増加：2,600 人

・東中神駅の利用者数の増加：1,500 人

・公園及び環境保全用地（宅地）の確保：１６ha

適
合

民間事業者が地

公体を代替するこ

とが困難な理由

<ロ：関係者間の利害調整のために中立性及び公平性が必要な事業で

あること>

・本事業は主たる関係者が公的機関５者と多く、各者の立場を考慮した

土地利用計画の調整を行いつつ、確実に事業遂行する必要があるこ

とから、公的機関である機構による整備が必要。

<ハ：機構が有する施行権能が必要な事業であること>

・本事業は米軍から返還された国有地において地元公共団体の利用

計画に沿ったまちづくりを推進する公的事業であること、また、現時点

では権利者 4 名（共有者多数）であり個人施行による事業推進は困難

であることから、公的（機構）施行の実施が必要。

適
合

民間事業者の参

画機会

－

（業務方法書第 2 条の５第 2 項第 5 号の規定により確認不要）

適
合

事業の採算性
・事業実施に伴う想定キャッシュフローの正味現在価値（割引率４％）

及び事業収支はともに適正に確保されている
適
合

確認結果 適合・適合見込（いずれかに○）

上記検証結果に対

する事業評価監視

委員会の評価

都市再生事業実施基準に従い、適切に検証が行われている。

国有地を活用したまちづくりを積極的に進めるとともに、地元と十分調整を行いな

がら、事業を実施すること



立川基地跡地昭島地区（土地区画整理事業）

区域図

位置図

施行予定区域

○c TDM

この地図は、東京都知事の承認を受けて、東京都縮尺 2,500分の１の地形図を複製したもの

である。無断複製を禁ずる。（承認番号）23都市基交第 29号



立川基地跡地昭島地区

平成23年4月25日

独立行政法人都市再生機構

平成23年度 第1回事業評価監視委員会

都市再生事業実施基準
検証結果



○位置図

1

立川基地跡地

立川基地跡地昭島地区

立川駅

東中神駅
→至新宿JR中央本線

西武拝島線

中央自動車道

八王子IC



○区域図

2

○面積： 65.7ha

○用途地域等：
市街化調整区域

○権利者数： 4名
（財務省・民有地）

○既存家屋数等：
米軍に提供していた当時の
工作物の一部等が現存

○土地利用状況：
・米軍から返還以降、留保
地として未利用
・金網フェンスに囲まれた雑
木林の状態

○cTDM
この地図は、東京都知事の承認を受けて、東京都縮尺2,500分の１の地形図を
複製したものである。無断複製を禁ずる。（承認番号）23都市基交第29号



○主な経緯

昭和52年11月 米軍基地跡地全面返還（処分留保地区指定）

平成15年1月
都市再生プロジェクト第5次決定
「国有地の戦略的な活用による都市拠点の形成」

平成15年6月 財政審議会答申「大口返還財産の留保地の今後の取扱について」
→ 原則利用、計画的有効活用に方針転換

平成19年9月
法務省・財務省が東京都及び昭島市に「国際法務総合センター （仮
称）」の受入要請

平成20年2月 昭島市が「国際法務総合センター（仮称）」の受け入れを表明

平成20年6月
東京都、昭島市及び立川市が財務省に利用計画を提出
（平成22年3月に土地利用計画を一部修正）

平成22年6月
東京都、昭島市、立川市、財務省、法務省、都市機構の6者による
基本協定締結

平成22年6月 東京都、昭島市、立川市から都市機構へ事業要請

3



○立川基地跡地昭島地区利用計画（平成20年6月）

4

【土地利用の考え方】

○核都市にふさわしい広域

的な機能や業務・商業機能

の導入を図り、賑わいと活気

を創出

○昭和記念公園の緑を活用

し、環境や景観に配慮した、

質の高い生活空間を形成

※図面は平成22年3月一部修正



○法務省関連施設イメージ図（Ｈ23.3時点）

5※「平成23年3月 第３回法務省施設配置計画等に関する市民懇談会資料」をベースに作成

職員宿舎

少年非行対策センター
・少年収容施設（観護措置決定等された少年）
・「青少年非行相談センター」を設置

矯正医療センター
・疾病に罹患し、又は人工透析等特殊な治療を
必要とする者を収容する施設
・准看護師養成所の設置

公安調査庁
研修所

国連アジア極東犯罪防止研修所
・アジア・太平洋地域を中心とした国々の刑事
司法行政の健全な発展と相互協力の促進を
目的として設立された国連の地域研修所

矯正研修所
・法務省所管の矯正職員に対する研修施設
・専門的な研究機能の併設



○上位計画 【多摩の拠点整備基本計画（東京都：H21.8）】

6

立川基地跡地昭島地区の整備
・核都市「立川」の整備エリアに含まれる貴重な未利用空
間であり、 法務省の国際法務総合センター（仮称）など
核都市にふさわしい広域的な機能や、業務・商業機能の
導入を進め、にぎわいと活気の創出を図っていく。
・土地区画整理事業等の基盤整備手法を導入し、市街
化区域への編入を行う。

核都市「立川」の
整備エリアのプロジェクト



○上位計画 【昭島市都市計画マスタープラン（H23.3）】

7

都市拠点の配置

新・交流拠点
・新たな交流拠点として、回遊性、快適性の
高い空間となるよう整備を図り、魅力と活気
にあふれたまちの形成を目指す



○上位計画 【立川市都市計画マスタープラン（H23.3）】

8

公共・公益施設ゾーン
・立川基地跡地昭島地区は、関係者との合意形成
を図り、土地区画整理事業による公的土地利用の
誘導等、新たなまちづくりを推進する

将来都市構造図



○土地区画整理事業の概要

都市計画道路
区画道路
交通広場
（街築・舗装）

住宅・業務・商業
（敷地整備）

上水道、下水道、
ガス、CCBox等

義務公園
（敷地整備・緑化）

オオタカ保護区域

国利用
（女子中間
ケアセンター）

調節池

公的利用（地元市）

公園等国利用
（国際法務

総合センター）

国利用
（国家公務員宿舎）

環境保全用地

9

着色部分：区画整理
整備範囲

枠のみ ：別途事業

○事業手法
土地区画整理事業
（機構施行、法３条の２）

○地区面積

６５．７ha

○事業期間

平成２４年度
～平成２８年度

※平成23年4月時点のものであり今後変更となる可能性があります

○cTDM
この地図は、東京都知事の承認を受けて、東京都縮尺2,500分の１の地形図を複製したものである。無断複製を禁ずる。（承認番
号）23都市基交第29号



○土地区画整理事業の概要

施行前 施行後

公
共
用
地

道路 １．６ha

公
共
用
地

道路 ８．６ha

交通広場 － 交通広場 ０．６ha

公園 － 公園 ７．０ha

河川 ０．８ha 河川・調節池 ５．８ha

計 ２．４ha 計 ２２．０ha

宅
地

国有地 ６３．３ha 宅
地

宅地

４３．７ha

うち保留地

５．２ha

計 ６３．３ha 計 ４３．７ha

合計 ６５．７ha 合計 ６５．７ha
10

＜施行前後面積内訳＞ ※平成23年4月時点のものであり今後変更となる可能性があります



○予定スケジュール

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度
H26

年度

H27

年度

H28

年度

環境アセス

都市計画

区画整理

国際法務

総合センター

都
市
計
画
決
定

伐採、構造物撤去、建築工事等

事
業
認
可

認可手続 換
地
処
分道路・宅地整備等、保留地手続等

仮換地指定 換地計画認可

竣工・移転着工

計画通知
詳細設計・発注準備・地元説明

評
価
書
案
提
出

評
価
書
提
出

公示・縦覧
見解書提出予測・評価

都市計画案作成・地元説明会・縦覧

事業計画案作成

11
※平成23年4月時点のものであり今後変更となる可能性があります



○地方公共団体のまちづくり支援・補完①

地
公
体
か
ら
の
要
請
文
書
の
内
容

まちづくり観
点から機構
実施が必要

•当地区は、国の大口返還財産として、「原則留保」から「原則利

用、計画的有効活用」へと方針転換されたことを踏まえて、東

京都、昭島市及び立川市が策定した利用計画の中で、核都市

にふさわしい広域的な機能の導入を図り、賑わいと活気を創出

するとともに、環境や景観に配慮した質の高い生活空間の形成

を目指すこととしており、土地区画整理事業による基盤整備が

求められていることから、公的機関であり、多数の同様の事業

経験を有する機構の施行が必要。

適
合

事業実施基準への適合

『地方公共団体が行うまちづくりに対する支援及び補完』としての検証

12



○地方公共団体のまちづくり支援・補完②

地
公
体
か
ら
の
要
請
文
書
の
内
容

地公体
自ら実施
が困難・
不適切

• 昭島市は、現在市施行の区画整理事業を実施中で、市としては同

事業に注力する必要があることから、新たな事業への体制確保が

難しく、昭島市が施行することは困難。

• 立川市は、立川基地跡地昭島地区の利用計画実現のためには、

昭島市域を含めて一体的に整備することが不可欠であるが、他市

との共同による事業実績がないことから、立川市が施行することは

困難。

適
合

事業地
区の位
置づけ

•昭島市都市計画マスタープラン（H23.3）

•立川市都市計画マスタープラン（H23.3）

上記のほか、以下の計画等に位置づけ

•財政制度等審議会答申（H15.6）

•多摩の拠点整備基本計画（H21.8）

•昭島市総合基本計画（H23.3）

•立川市第３次基本計画（H22.6）

適
合

事業実施基準への適合

13



○地方公共団体のまちづくり支援・補完③

地公体との役
割分担

• 昭島市は、配水場の整備、開発需要に対応する東中神駅橋上

駅舎及び自由通路整備等

• 立川市は立川市域の地区内公園（約3ha）を整備

適
合

政策実現効果

＜政策目的：集約拠点の再生＞

本事業により、上位計画等で位置づける核都市にふさわしい広

域的な機能としての国機関の整備及び就業人口及び駅乗降客

数の増加を図るとともに公園用地等を確保し、賑わいと活気の

創出や環境や景観に配慮した生活空間の形成を図る。

・国機関の整備：６施設（矯正医療センター等を18haに整備）

・就業人口の増加：2,600人

・東中神駅の利用者数の増加：1,500人

・公園及び環境保全用地（宅地）の確保：16ha

適
合

事業実施基準への適合

14



○地方公共団体のまちづくり支援・補完④

民間事業者が

地公体を代替

困難の理由

<ロ：関係者間の利害調整のために中立性及び公平性が必要な

事業であること> 

•本事業は主たる関係者が公的機関５者と多く、各者の立場を

考慮した土地利用計画の調整を行いつつ、確実に事業遂行す

る必要があることから、公的機関である機構による整備が必要。

<ハ：機構が有する施行権能が必要な事業であること>

•本事業は米軍から返還された国有地において地元公共団体の

利用計画に沿ったまちづくりを推進する公的事業であること、ま

た、現時点では権利者4名（共有者多数）であり個人施行による

事業推進は困難であることから、公的（機構）施行の実施が必

要。

適
合

民間事業者の

参画機会

－

•（業務方法書第2条の５第2項第5号の規定により確認不要）
適
合

事業実施基準への適合
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○地方公共団体のまちづくり支援・補完⑤

事業の採
算性

事業実施に伴う想定キャッシュフローの正味現在価値（割引率

4％）及び事業収支はともに適正に確保されている。

○事業収支等

・キャッシュフロー 公表対象外

・事業収支 公表対象外

・機構版ＮＰＶ 公表対象外

適
合

確認結果 適合

事業実施基準への適合
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